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全用途で空調のエネルギー割合が多く、空調機・換気での省エネへの効果の期待が高い
空調機の割合が４割～７割を占めている用途もあり、省エネ性能が高い空調機にする事でより高い効果が出る

！！！！！！

全ての建築物に省エネ基準への適合が義務化。高効率設備の必要性が急上昇

ビル用マルチ
空調システムシリーズ

今後、段階を経て BEI 水準は厳格化されていく見込

用途・規模 水準BEI

大規模
2,000㎡
以上

工場等 0.75
事務所
学校等 0.80ホテル
百貨店等
病院
集会所
飲食店等

0.85

中規模
300㎡以上

2,000㎡未満
1.00

小規模
300㎡未満 1.00※1

※1

※1

※1

※1

※1 太陽光発電設備によるエネルギー消費量の削減は見込まない   ※2 事務機器等／家電等エネルギー消費量(通称:その他一次エネルギー消費量)は除く

〈2025年～2030年 BEI水準値の推移〉

用途・規模

大規模
2,000㎡
以上

工場等 0.75
事務所
学校等 0.80ホテル
百貨店等
病院
集会所
飲食店等

0.85

中規模
300㎡
以上

2,000㎡
未満

工場等 0.75
事務所
学校等 0.80ホテル
百貨店等
病院
集会所
飲食店等

0.85

小規模
300㎡未満 1.00※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

用途・規模

大規模
2,000㎡
以上

工場
事務所
学校等

0.60

病院
集会所
ホテル
百貨店
飲食店等

0.70

中規模
300㎡
以上

2,000㎡
未満

事務所
学校
工場等

0.60

病院
集会所
ホテル
百貨店
飲食店等

0.70

小規模
300㎡未満 0.80

※2

※2

※2

※2

※2

2030年度の水準 2026年度の水準 現行の水準

空調
６０％

照明
１７％

給湯
１９％

換気
３％

EV
１％

空調
６３％

照明
３１％

給湯
２％

換気
３％

給湯
２％

空調
５５％

照明
２８％

給湯
９％

換気
７％

EV
１％

EV
１％

EV
１％

空調
６６％

照明
２５％

換気
６％

給湯
１９％

空調
４４％照明

２４％

換気
１１％

ホテル等 n=484 病院等 n=168事務所等 n=842 学校等 n=183百貨店等 n=460

水準BEI水準BEI

EV
２％

［出典：国土交通省］
※「事務所等」とは、事務所、官公署など。「ホテル等」とは、ホテル、旅館など。「病院等」とは、病院、老人ホーム、福祉ホームなど。「百貨店等」とは、百貨店、マーケットなど（物販店舗等）。
※H３０～R2年度の省エネ性能確保計画の提出実績（新築、６地域、モデル建物法、計算対象面積2,000㎡以上）より、設備別の基準一次エネルギー消費量を平均し、設備ごとの割合を算出。
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建築物省エネ法満たす為の注意すべきポイントとは？建築物省エネ法満たす為の注意すべきポイントとは？
新たに建物を建てる際の申請において重要なポイントは２つ

空調・換気のことなら日本キヤリアまで！
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省エネ適合判定が必要な場合の手続き

所管行政庁又は
登録省エネ判定機関

建築主事又は
指定確認検査機関 建築主

確認済証受領確認済証受領確認済証受領

着　工

建築基準法上必要な手続き

建築基準省エネ法により
追加されている手続き

使　用

検査済証受領

各手続きの区分

審
査
段
階

工
事
段
階

省エネ基準
適合の検査

完了検査 竣工完了
検査申請

確認審査 建築
確認申請

省エネ基準
適合の確認

適合判定通知書

省エネ適判
省エネ性能

確保計画の提出
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任意評定書
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１これからは

機種ごとに
任意評定の
取得が可能

従　来

物件ごとに
任意評定

が必要

日本キヤリアでは、新ラインアップでの任意評定の取得を予定！乞うご期待ください

～Fo r　 t h e  Wo r l d  We  S h a r e～
私たちが分かち合う世界のために

これからの新たな潮流となる、建築物の省エネ性能向上
日本キヤリアは業界をリードして、商品を通じて皆様の取り組みに貢献します

Com i n g  S o o n

日本キヤリア公式 S N S 展 開 中！！

DIGITAL 
CATALOG

PAC の
任意評定

従来の
任意評定


